
1

～～

 
平成平成2424年度国の施策及び予算に関する提案年度国の施策及び予算に関する提案

 
～～

 
抜粋版抜粋版

 

【【指定都市市長会指定都市市長会】】
 

平成２３年平成２３年１１１１月月１１日日

税財政制度に税財政制度に関する指定都市の提案関する指定都市の提案

資料２



2

■指定都市は、大都市特有の財政需要を抱えていることに加え、事務配分の特例により
道府県の事務・権限が移譲されているが、地方税制は事務・権限等に関わりなく画一的で
あるため、必要な財源について、税制上の措置が不十分である。

■指定都市の市民は、道府県から移譲された事務について、指定都市から行政サービスを
受けているにもかかわらず、その負担は道府県税として納税しており、受益と負担の関係に
ねじれが発生している。

■指定都市が、自主的かつ自立的な行財政運営を行えるよう、個人・法人所得課税及び
消費・流通課税に係る国・道府県からの税源移譲により大都市税財源の充実強化を図ること。

大都市税財源の充実強化大都市税財源の充実強化
「「大都市特有の財政需要や事務配分の特例等に対応するため、大都市特有の財政需要や事務配分の特例等に対応するため、
国・道府県から指定都市への税源移譲を行うこと。国・道府県から指定都市への税源移譲を行うこと。」」
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大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額  

  

道道府府県県にに代代わわっってて負負担担ししてていいるる経経費費  
（特例経費一般財源等所要額） 同同左左税税制制上上のの措措置置  

３，５３８億円 

 
地方自治法に基づくもの 

土木出張所 
衛生研究所 

定時制高校人件費 
国・道府県道の管理等 

２，１３２億円 

１，４０６億円
税制上の措置済額 

税制上の措置不足額

（平成 23 年度予算に基づく概算） 

これに加え、道府県から指定都市へ新たに事務移譲・権限移譲が
行われた場合は、所要額について税制上の措置が必要！！ 

・道府県費負担教職員給与費  約８，２００億円 など 
（平成２１年度決算をもとに推計） 
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■税源移譲に向けた工程を明確にすること。
■導入の際には、指定都市の意見を十分に取り入れ、地方の予算編成に支障を来たさないよう、
早期に制度設計を行うこと。

■国の財源捻出を目的とした縮減を行うことなく、地方が必要とする総額を確保すること。
■配分は、人口等の客観的指標を原則としつつ、大都市特有の財政需要や権能差を
十分に反映すること。

■配分による地方公共団体間の財政調整は行わないこと。

国が
担うべき
分野

必要な経費全

 
額を国が負担

国庫補助

負 担 金

地方が
担うべき
分野

税 源

移 譲

地域自主戦

 
略交付金

「地域自主戦略交付金は税源移譲までの経過措置」のイメージ

経過措置

・地方が必要とする総額を確保
・大都市の財政需要反映

国庫補助負担金の改革（地域自主戦略交付金）国庫補助負担金の改革（地域自主戦略交付金）
「国と地方の役割分担を明確にした上で、国が担うべき分野は国が全額負担し、「国と地方の役割分担を明確にした上で、国が担うべき分野は国が全額負担し、
地方が担うべき分野は国庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲すること。」地方が担うべき分野は国庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲すること。」

「「地域自主戦略交付金は、税源移譲までの経過措置と地域自主戦略交付金は、税源移譲までの経過措置とすることすること。。」」
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■国・地方を通じた歳出削減努力によってもなお生じる地方財源不足額の解消は、
臨時財政対策債の発行等による負担の先送りではなく、地方交付税の法定率引上げに
よって対応すること。

■地方交付税の算定にあたっては、大都市特有の財政需要を的確に反映させるとともに
予見可能性の確保に努めること。

■地方財政計画策定の際には、大都市を狙い撃ちにした地方交付税の削減や、
国の歳出削減を目的とした削減は決して行わないこと。

平成１５年度決定額 平成２２年度決定額 削減額 削減率

地方交付税
(人口一人あたり)

全国総額
１８兆

 

６９３億円
（１４．１万円）

１７兆１，９３６億円
（１３．５万円）

△８，７５７億円 △４．８％

指定都市総額
９，０５９億円
（３．５万円）

６，４５０億円
（２．５万円）

△２，６０９億円 △２８．８％

地方交付税＋
臨時財政対策債
発行可能額
(人口一人あたり)

全国総額
２３兆９，４５５億円

（１８．７万円）
２４兆９，００５億円

（１９．５万円）
＋９，５５０億円 ＋４．０％

指定都市総額
１兆４，５６１億円

（５．６万円）
１兆２，９２１億円

（５．０万円）
△１，６４０億円 △１１．３％

基準財政需要額
(人口一人あたり)

全国総額
４７兆

 

７６２億円
（３６．８万円）

４８兆

 

７０４億円
（３７．６万円）

＋９，９４２億円 ＋２．１％

指定都市総額
５兆

 

６９０億円
（１９．６万円）

４兆９，０８１億円
（１９．０万円）

△１，６０９億円 △３．２％

地方交付税の改革地方交付税の改革
「「地方交付税総額は、地方の財政需要や地方税などの収入を的確に見込地方交付税総額は、地方の財政需要や地方税などの収入を的確に見込みみ
必要額を確保すること必要額を確保すること。。」」

地方交付税等の削減状況（全国と指定都市の比較）


	�～　平成24年度国の施策及び予算に関する提案　～��抜粋版���【指定都市市長会】��平成２３年１１月１日�
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4

